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セグメント情報等
●セグメント情報

（注）1. 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、
差異調整につきましては、経常収益と連結損益計算書の経常収益計
上額との差異について記載しております。

2.「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメント
であり、信用保証業、リース業、クレジットカード業等を含んでおり
ます。

3. 調整額は、次のとおりであります。
（1）セグメント利益の調整額△１９百万円は、セグメント間取引消去であり

ます。
（2）セグメント資産の調整額△３３,１５３百万円は、セグメント間取引消

去であります。
（3）セグメント負債の調整額△２４,８０９百万円には、セグメント間取引

消去△３０,３６５百万円及び退職給付に係る負債の調整額５,５５６百
万円が含まれております。

（4）資金運用収益の調整額△９５百万円は、セグメント間取引消去であり
ます。

（5）資金調達費用の調整額△７５百万円は、セグメント間取引消去であり
ます。

4. セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

１.  報告セグメントの概要
　当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離され
た財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評
価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
　当行グループは、銀行業を中心とした金融サービスに係る事業を行っており
ます。なお、グループ各社が営む銀行業以外の事業については、重要性が乏し
いことから、銀行業のみを報告セグメントとしております。
　銀行業は、預金業務、貸出業務、商品有価証券売買業務、有価証券投資業
務、内国為替業務、外国為替業務等を行っております。
2. 報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の
金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事項」における記載と同一であります。
　報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。
3. 報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の
金額に関する情報

●関連情報
　前連結会計年度(自　平成２７年４月１日　至　平成２８年３月３１日)
1.  サービスごとの情報

（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。
2. 地域ごとの情報
（1）経常収益
当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益
計算書の経常収益の９０％を超えるため、記載を省略しております。
（2）有形固定資産
当行グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の
有形固定資産の金額の９０％を超えるため、記載を省略しております。
3. 主要な顧客ごとの情報
特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の１０％以上を占め
るものがないため、記載を省略しております。

　当連結会計年度(自　平成２８年４月１日　至　平成２９年３月３１日)
1. サービスごとの情報

（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。
2.  地域ごとの情報
（1） 経常収益
当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益
計算書の経常収益の９０％を超えるため、記載を省略しております。
（2）有形固定資産
当行グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表
の有形固定資産の金額の９０％を超えるため、記載を省略しております。
3.  主要な顧客ごとの情報
特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の１０％以上を占
めるものがないため、記載を省略しております。

●報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
　該当事項はありません。

●報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
　該当事項はありません。

●報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
　該当事項はありません。

（注）1. 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、
差異調整につきましては、経常収益と連結損益計算書の経常収益計
上額との差異について記載しております。

2.「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメント
であり、信用保証業、リース業、クレジットカード業等を含んでおり
ます。

3. 調整額は、次のとおりであります。
（1）セグメント利益の調整額△１８百万円は、セグメント間取引消去であ

ります。
（2）セグメント資産の調整額△４３,３７９百万円は、セグメント間取引消

去であります。
（3）セグメント負債の調整額△３２,５７７百万円には、セグメント間取引

消去△３７,４８４百万円及び退職給付に係る負債の調整額４,９０６百
万円が含まれております。

（4）資金運用収益の調整額△７６百万円は、セグメント間取引消去であ
ります。

（5）資金調達費用の調整額△６３百万円は、セグメント間取引消去であ
ります。

4. セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

報告セグメント
銀行業 その他 合計 調整額

（単位：百万円）
連結財務
諸表計上額

104,203

450

104,654
31,442

8,143,667
7,500,642

5,013
76,098
5,689

3,928

8,485

2,089

10,575
2,664
43,904
25,531

79
179
85

23

112,689

2,540

115,230
34,107

8,187,571
7,526,174

5,093
76,278
5,774

3,951

112,689

-

112,689
34,088

8,154,418
7,501,364

5,093
76,183
5,698

3,951

-

△2,540

△2,540
△19

△33,153
△24,809

-
△95
△75

-

計
セグメント利益
セグメント資産
セグメント負債
その他の項目
　減価償却費
　資金運用収益
　資金調達費用　

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

経常収益
  外部顧客に対する
  経常収益
  セグメント間の
  内部経常収益

前連結会計年度(自　平成２７年４月１日　至　平成２８年３月３１日)

合計その他有価証券投資業務貸出業務
（単位：百万円）

110,40626,73336,91646,756　外部顧客に対する
　経常収益

報告セグメント
銀行業 その他 合計 調整額

（単位：百万円）
連結財務
諸表計上額

101,609

449

102,058
25,139

8,892,887
8,139,071

4,643
70,653
5,075

-
-

3,941

8,797

2,007

10,804
2,694
49,891
26,612

58
149
71
12
90

40

110,406

2,456

112,862
27,833

8,942,779
8,165,683

4,701
70,802
5,146
12
90

3,982

110,406

-

110,406
27,815

8,899,400
8,133,105

4,701
70,725
5,083
12
90

3,982

-

△2,456

△2,456
△18

△43,379
△32,577

-
△76
△63

-
-

-

計
セグメント利益
セグメント資産
セグメント負債
その他の項目
　減価償却費
　資金運用収益
　資金調達費用
　持分法投資損失
　持分法適用会社への投資額

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

経常収益
  外部顧客に対する
  経常収益
  セグメント間の
  内部経常収益

　当連結会計年度(自　平成２８年４月１日　至　平成２９年３月３１日)

合計その他有価証券投資業務貸出業務
（単位：百万円）

112,68928,39134,57849,719　外部顧客に対する
　経常収益

株価変動性（注1）
予想残存期間（注2）
予想配当（注3）
無リスク利子率（注4）

平成28年ストック・オプション

45.1％
1年6か月

１株あたり　12円
△0.36％

付与対象者の区分及び人数
株式の種類別のストック・オプションの数（注）
付与日
権利確定条件
対象勤務期間
権利行使期間

平成25年ストック・オプション
当行の取締役13名、当行の執行役員8名
普通株式　144,400株
平成25年7月30日
権利確定条件は定めていない
対象勤務期間は定めていない
平成25年7月31日から平成55年7月30日まで

付与対象者の区分及び人数
株式の種類別のストック・オプションの数（注）
付与日
権利確定条件
対象勤務期間
権利行使期間

平成26年ストック・オプション
当行の取締役13名、当行の執行役員10名
普通株式　124,400株
平成26年7月30日
権利確定条件は定めていない
対象勤務期間は定めていない
平成26年7月31日から平成56年7月30日まで

権利確定前
　前連結会計年度末
　付与
　失効
　権利確定
　未確定残
権利確定後
　前連結会計年度末
　権利確定
　権利行使
　失効
　未行使残

－
－
－
－
－

48,900株
－

5,100株
－

43,800株

－
－
－
－
－

64,200株
－

6,600株
－

57,600株

－
－
－
－
－

83,800株
－

7,800株
－

76,000株

－
－
－
－
－

85,900株
－

8,000株
－

77,900株

－
－
－
－
－

112,400株
－

11,100株
－

101,300株

－
－
－
－
－

104,800株
－

10,000株
－

94,800株

－
－
－
－
－

92,400株
－

8,100株
－

84,300株

75,100株
－
－

75,100株
－

－
75,100株
8,800株
－

66,300株

－
158,400株

－
－

158,400株

－
－
－
－
－

平成20年
ストック・
オプション

平成21年
ストック・
オプション

平成22年
ストック・
オプション

平成23年
ストック・
オプション

平成24年
ストック・
オプション

平成25年
ストック・
オプション

平成26年
ストック・
オプション

平成27年
ストック・
オプション

平成28年
ストック・
オプション

権利行使価格

行使時平均株価

付与日における
公正な評価単価

平成20年
ストック・
オプション

1株あたり
978円

1株あたり
628円

1株あたり
1円

平成21年
ストック・
オプション

1株あたり
805円

1株あたり
628円

1株あたり
1円

平成22年
ストック・
オプション

1株あたり
686円

1株あたり
628円

1株あたり
1円

平成23年
ストック・
オプション

1株あたり
678円

1株あたり
628円

1株あたり
1円

平成24年
ストック・
オプション

1株あたり
526円

1株あたり
628円

1株あたり
1円

平成25年
ストック・
オプション

1株あたり
762円

1株あたり
628円

1株あたり
1円

平成26年
ストック・
オプション

1株あたり
902円

1株あたり
628円

1株あたり
1円

平成28年
ストック・
オプション

1株あたり
659円

－

1株あたり
1円

平成27年
ストック・
オプション

1株あたり
1,439円

1株あたり
628円

1株あたり
1円

   （注）株式数に換算して記載しております。

　（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況
　当連結会計年度（平成29年3月期）において存在したストック・オプションを対
象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。

　　　①ストック・オプションの数

　　　②単価情報

3.  ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
当連結会計年度において付与された平成28年ストック・オプションについて
の公正な評価単価の見積方法は以下のとおりであります。

　（1）使用した評価技法　　ブラック・ショールズ式
　（2）主な基礎数値及び見積方法

（注）1.平成27年1月19日の週から平成28年7月18日の週までの株価の実績に
基づき、週次で算出しております。
2. 就任から退任までの平均的な期間、就任から発行日時点までの期間などか
ら割り出した発行日時点での取締役の平均残存在任期間によって見積もっ
ております。
3.平成28年3月期の配当実績
4.予想残存期間に対応する国債の利回り

4.  ストック・オプションの権利確定数の見積方法
基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効
数のみ反映させる方法を採用しております。

付与対象者の区分及び人数

株式の種類別のストック・オプションの数（注）
付与日
権利確定条件
対象勤務期間
権利行使期間

普通株式　75,100株
平成27年7月30日
権利確定条件は定めていない
対象勤務期間は定めていない
平成27年7月31日から平成57年7月30日まで

当行の取締役（社外取締役を除く）10名
当行の執行役員14名

平成27年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

株式の種類別のストック・オプションの数（注）
付与日
権利確定条件
対象勤務期間
権利行使期間

普通株式　158,400株
平成28年7月28日
権利確定条件は定めていない
対象勤務期間は定めていない
平成28年7月29日から平成58年7月28日まで

当行の取締役（社外取締役を除く）9名
当行の執行役員14名

平成28年ストック・オプション

（税効果会計関係）
1.  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　  繰延税金資産 
　 　 貸倒引当金 6,931百万円
　 　 退職給付に係る負債 11,850百万円
　 　 有価証券償却 2,852百万円
　 　 減価償却費 322百万円
　 　 その他 4,171百万円
　  繰延税金資産小計 26,128百万円
　  評価性引当額 △2,908百万円
　  繰延税金資産合計 23,220百万円
　  繰延税金負債 
　 　 その他有価証券評価差額金 △160,779百万円
　 　 その他 △62百万円
　  繰延税金負債合計 △160,842百万円

　  納税主体ごとに相殺し、連結貸借対照表に計上した純額
　　  繰延税金資産 1,452百万円
　　  繰延税金負債 △139,074百万円

2. 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実
効税率の100分の5以下であるため注記を省略しております。

（関連当事者情報）
　関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。

（1株当たり情報）
1株当たり純資産額 2,002円51銭
1株当たり当期純利益金額 49円20銭
潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 49円11銭

（注）1.１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
の算定上の基礎は、次のとおりであります。
1株当たり当期純利益金額
　　親会社株主に帰属する当期純利益 18,601百万円
　　普通株主に帰属しない金額 －百万円
　　普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 18,601百万円
　　普通株式の期中平均株式数 378,036千株
潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額
　　親会社株主に帰属する当期純利益調整額 －百万円
　　普通株式増加数 725千株
　　　うち新株予約権 725千株
　　希薄化効果を有しないため、潜在株式
　　調整後1株当たり当期純利益の算定に －
　　含めなかった潜在株式の概要

2.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。
　　純資産の部の合計額 766,294百万円
　　純資産の部の合計額から控除する金額 9,256百万円
　　　うち新株予約権 569百万円
　　　うち非支配株主持分 8,687百万円
　　普通株式に係る期末の純資産額 757,037百万円
　　１株当たり純資産額の算定に用いられた
　　期末の普通株式の数 378,043千株

（重要な後発事象）
 当行は、平成29年4月1日に確定給付企業年金制度の一部について確定拠出年
金制度へ移行したことにより、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」
（企業会計基準適用指針第1号 平成28年12月16日）及び「退職給付制度間の
移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第2号 平成19年2
月7日）を適用し、確定拠出年金制度への移行部分について退職給付制度の一
部終了の処理を行います。
　これにより、翌連結会計年度において、2,285百万円の特別利益が発生する
見込みであります。


